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最後に所有権に関する登記がされた原因年別の登記簿の割合

注）国・都道府県・市町村名義の土地の除外、同一所有者の筆数の制限など一定の条件の下、集落毎に田・畑５～６割、山林・原野・
雑種地３～４割、宅地１割程度の割合で、100サンプルずつ（４集落分）の登記簿を取得し分析

出典：平成26年度所有者不明化による国土の利用困難化に関する基礎的調査報告書（平成27年３月国土交通省国土政策局）を改変

最後に所有権に関する登記がされた原因年から、
50年以上が経過している登記簿は約20％存在する。

【最後に所有権に関する登記がされた原因年別の登記簿の割合】
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地籍調査における土地所有者等※の所在確認の手順

登記簿上の土地所有者に対し、現地調査の通知

①所在を確認

土地所有者等の
立会いにより

土地境界を確認

筆界未定
or

客観的資料で
土地境界を確定

※  土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人

所在不明

②所在を確認 ③所在不明

追跡調査（戸籍・住民票・近隣住
民からの事情聴取等）により土
地所有者等を調査し、再通知
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地籍調査における土地所有者等※１に関する調査

※２ １調査地区には、様々な地帯（DID、宅地、農地、林地）が含まれるため、地区内で最も割合の多い地帯で区分

地帯別※２の調査結果
（括弧内の数字は、調査対象筆数に対する割合）

全体
都市部
（DID）

宅地 農地 林地

調査対象筆数 625,735 98,022 104,874 180,615 242,224

①登記簿上で 所在確認
529,205
（84.6%）

91,290
（93.1%）

91,190
（86.9%）

152,076
（84.2%）

194,649
（80.3%）

②追跡調査で所在確認
94,578

（15.1%）
6,601

（6.3%）
13,650

（13.0%）
28,281

（15.6%）
46,046

（19.0%）

③所在不明
1,952

（0.31%）
131

（0.13%）
34

（0.03%）
258

（0.14%）
1,529

（0.63%）

【参考】筆界未定の筆数
10,887
（1.9%）

3,765
（4.2%）

1,143
（1.1%）

1,304
（0.8%）

4,675
（2.1%）

（平成２７年度に一筆地調査を実施した地区を対象に調査）

※１ 土地の所有者その他の利害関係人又はこれらの者の代理人 4



所有者の所在の把握が難しい土地の状況
・担当する事業において所有者の所在の把握が難しい土地が存在した主体の割合は、都道府県用地担当部局、都道府県林務

担当部局、森林組合において特に多くなっている。

・都道府県用地担当部局、市区町村建設担当部局においては公共事業の用地取得のため、農業委員会においては農地法に基

づく遊休農地に関する措置のため、都道府県林務担当部局においては分収林事業の推進、治山事業等の実施のため、市町村

林務担当部局においては、治山事業の実施に伴う業務のため、森林組合においては森林の集約化施業の実施のため、所有者

情報の把握が必要となる場合が多い。

それぞれの担当事業において、過去５年以内に所有者の把握
が難しい土地が存在したことがあるか。〔択一〕

注）出典：平成27年度地域活性化に資する所有者不明の土地の活用に関する調査によるアンケート調査〔速報値〕（国土交通省国土政策局）

所有者の把握が難しい土地について、所有者情報の把握が
必要になった理由。〔複数回答〕

【都道府県用地担当部局（n=43)】

【市区町村建設担当部局（n=589)】

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県用地担当部局（n=45)

市区町村建設担当部局（n=1222)

農業委員会（n=1229)

都道府県林務担当部局（n=46)

市町村林務担当部局（n=1051)

森林組合（n=392)

ある ない 無回答

0 10 20 30 40 50

公共事業（社会資本整備）に必要な用地確保のた

め

公共事業（社会資本整備）実施に当たり権利者を

把握するため（用地確保を伴わない事業に限る）

災害復旧・復興事業に必要な用地確保のため

その他
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所有者の所在の把握が難しい土地の状況

注）出典：平成27年度地域活性化に資する所有者不明の土地の活用に関する調査によるアンケート調査〔速報値〕（国土交通省国土政策局）

所有者の把握が難しい土地について、所有者情報の把握が必要になった理由。〔複数回答〕

【農業委員会（n=395)】

【森林組合（n=254)】

【市町村林務担当部局（n=268)】

【都道府県林務担当部局（n=34)】

その他の内容；８割が保安林指定や解除等と回答

その他の内容；治山事業の実施に伴うものが多い

0 5 10 15 20 25

森林の集約化施業を行う森林組合や林業事

業体への協力のため

都道府県が行う路網の開設のため

治山事業、山林施設災害復旧等事業の対象

となった

都道府県等が行う分収林事業の推進のため

その他

0 50 100 150

森林の集約化施業を行う森林組合や林業事

業体への協力のため

市町村が主体となって行う森林の集約化施

業のため

路網の開設を行う森林組合や林業事業体へ

の協力のため

市町村が行う路網の開設のため

近隣住民・近隣の土地所有者から苦情が

あった

その他

無回答
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．所有者の所在の把握が難しい土地への
対応方策に関する検討状況について

7



現状の整理と対策の方向性：

所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策 最終とりまとめ概要①（H２８．３）

・特に市区町村で、探索に係るノウハウや人手
の不足の問題

・地方公共団体において、財産管理制度の活
用が国と比較すると低位

・認可地縁団体の登記の特例等、近年措置さ
れた制度の周知、活用が必要

・相続登記の申請、農地法に基づく届出、農協・
森林組合への組合員変更の届出をはじめとし
た相続時申請及び各種届出の提出は十分に
実施されていない

実施せず 一部実施 全て実施

農地 12.9％ 76.6％ 10.5％

森林 17.9％ 76.0％ 6.1％

【相続登記、各種届出の提出状況】

契約対抗
件数注）１

不明土地
による未
契約件数

財産管理
制度活用
件数

地方公共
団体注）２

73,476 363 19

国直轄 61,018 94 39

注）１ 契約済み及び契約に至っていない件数
注)２ 平成25年度に全国９地区用地対策連絡（協議）会加盟起業者のうち、任意の

地方公共団体88団体（都道府県39、市町村等49）に実態調査を実施
（国土交通省）

【H23年度に用地交渉後3年以上経過した契約対抗案件のうち、
次年度までに財産管理制度を活用して契約等に至った件数】

注）居住地とは異なる市町村に農地・森林を所有している2,121名を対象に、
「不動産登記簿への登記、市町村や農業委員会への所有者変更の届出、
森林組合・農協への組合員変更の届出、市町村資産税部局への相続人
代表指定届出」について、届出の状況についてインターネットアン
ケートを実施（調査期間平成23年８月～９月）森林法に基づく届出は、
調査時点では施行前のため、届出の状況には含まれない

出典：平成23年度都市と農村の連係による持続可能な国土管理の推進に関
する調査報告書（平成24年３月国土交通省国土政策局）

【市区町村建設担当部局において、所有者情報の把握の際に、
苦労した点（上位５項目）〔複数回答〕 n=589】

注）平成27年度地域活性化に資する所有者不明の土地の活用に関する調査によるアン
ケート調査を一部改変〔速報値〕（国土交通省国土政策局）

１．多様な状況に応じた所有者探索や土地の利活用策に係るノウハウの横展開 ２．所有者とその所在の明確化

探索にかかるノウハウがなく、
手間と時間がかかった

298

所有者探索に割くことのできる人手がなかった 230

戸籍謄本等の交付等が認められなかった 101

住民票の写し等の交付が認められなかった 85

固定資産課税台帳の情報を提供してもらえなかった 65

「所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会」 において、平成27年4月より8回の検討を重ね、
最終とりまとめ、ガイドラインを平成28年3月に策定・公表。（委員長 山野目章夫 早稲田大学大学院法務研究科教授）

１ 背景 ①土地の資産価値に対する強い意識 → 土地の保有・管理に対する関心の低下、負担感
②伝統的な地縁・血縁社会の中での土地所有 → 先祖伝来の土地への関心の低下

２ 相続登記等が行われないままの土地が存在

３ 公共事業などで土地利用ニーズが生じると、問題が顕在化し、現場での対応は喫緊の課題

土地登記等の実務専門家（司法書士等）の団体、地方公共団体、法務省ほか関係府省等により、
①現場の課題を丁寧に把握、②実践的な方策を検討、
③施策分野横断的な、また関係機関が連携する取組を検討。

所有者の所在の把握が
難しい土地とは：

不動産登記簿等の所有者台帳
により、所有者が直ちに判明し
ない、又は判明しても連絡がつ
かない土地
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対策：

対策の
方向性：

①所有者探索の円滑化 ②関連制度活用のための環境整備

ガイドラインの策定

・所有者の探索方法を事業別、
土地の状況別に整理

・所有者の探索等に活用できる
補助制度の紹介

現場の実務で活用されるガイドラインを目指し、
事例の追加、現場での利用状況を踏まえた継続的な見直しを行う

・財産管理制度や認可地縁団体の登記の
特例等、関連する既存制度の活用

・市区町村が専門家等に相談する際の相
談窓口や費用

・制度活用等についての豊富な事例

円滑な探索のための環境整備

・保存期間を経過した住民票の除票、戸
籍の附票の除票の活用
（市区町村の判断によること、個人情報の長
期間の保存となることに十分留意）

・戸籍の職務上請求の活用による事務
負担の軽減

② さらに社会情勢の変化を踏まえた、新たな国土政策や土地制度についての
長期的な視点からの政策論が必要

相続登記等の促進

・法務局と司法書士会が連携して、市
区町村に対する、死亡届受理時等に
おける相続登記促進のための取組に
ついての働きかけ

・地籍調査説明会等の土地への関心
が高まる各種機会を活用した働きか
け

① 上記改善策の取組状況についてフォローアップし、引き続き更なる改善を図る

１．多様な状況に応じた対応策に係るノウハウの横展開
２．所有者とその所在の明確化

事例：きめ細やかな案内により
届出が増加

京都府精華町では、土地所有者への
死亡時の各種届出の案内を総合窓口で
一元化するなど、きめ細やかな案内を行
うことで届出件数が増加。

農地法に基づく届出件数の変化：

（実施前）２～３件/年

⇒（実施後）20件/年

今後に向けて：

関連制度活用のための
サポート体制の構築

・弁護士会、司法書士会、土地家屋調査士
会、行政書士会、不動産鑑定士協会連合
会による所有者の探索や関連制度の活
用に関する相談窓口の設置

・司法書士会での財産管理人の候補者リ
ストの作成

所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策 最終とりまとめ概要②
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所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策

所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン 概要

章 構成 ポイント

1 一般的な所有者情報の調査方法
登記情報、住民票の写し等、戸籍、聞き取り調査について、
探索の手順をフローチャート等でわかりやすく提示

2 個別制度の詳細
不在者財産管理制度、相続財産管理制度、訴訟等、
土地収用法に基づく不明裁決制度、
認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例 等 を紹介

3 土地の状況別の所有者の調査方法と解決方法
土地の状況の例： 時効が成立している土地、相続が何代も生じて
いる土地、共有者の氏名住所が明記されていない土地 等

4 事業別の所有者の調査方法と解決方法
事業内容の例： 社会資本整備、農用地活用、森林整備、地縁団
体の共有財産管理 等

5
東日本大震災の被災地における
用地取得加速化の取組

東日本大震災の被災地における、所有者の所在の把握が難しい土
地の取得の加速化の取組は、運用改善により対応したものも多い
ことから、平時における用地取得等の参考にもなる。

6
所有者の探索や制度活用に係る
費用と相談窓口等について

所有者の探索等に活用可能な補助制度
市区町村が専門家等に相談する際の相談窓口や費用

7
所有者の所在の把握が難しい
土地を増加させないための取組

所有者情報に関連する市区町村の担当部局を中心に取り組まれる
ことが望ましい対策の整理（死亡届時のきめ細かな案内、土地への
関心が高まる機会を活用した相続登記に係る普及啓発、所有者情
報の円滑な活用 等）

事例集 上記内容に関連する解決事例について、豊富に掲載（４０事例）
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２．平成28年度検討会委員
委員長 山野目 章夫 早稲田大学大学院法務研究科教授

委 員 伊藤 浩 日本行政書士会連合会専務理事
稲野邉 俊 公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会副会長
岡田 潤一郎 日本土地家屋調査士会連合会副会長
北村 喜宣 上智大学法科大学院教授
櫻井 清 日本司法書士会連合会副会長
髙橋 英俊 全国市長会経済部長
中村 多美子 日本弁護士連合会家事法制委員会委員
肱黒 直次 全国森林組合連合会代表理事専務
宮本 雄司 日本税理士会連合会理事
門間 勝 一般財団法人公共用地補償機構専務理事
柚木 茂夫 一般社団法人全国農業会議所事務局長

その他、法務省、農林水産省、国土交通省など

所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会について

１．検討にあたっての考え方

平成27年度の最終とりまとめでは、

・提言した取組は、実施状況について、継続的にフォ
ローアップを行い、更なる推進を図る

・推進状況を踏まえ、新たな対策や制度の見直し等に
ついて検討する

とされており、平成28年度の検討会においては、実態
状況把握等をした上で、以下について検討を行った。

①ガイドラインの普及

②ガイドラインの改善

③優良事例の展開

④新たな対策の提示

３．平成28年度検討会実施状況
○１０月１１日 第１回検討会

関係省庁及び関係団体の最終とりまとめ以降の取組報告
○１２月 ５日 第２回検討会

ガイドライン改訂骨子及び最終とりまとめのフォローアップ
〇 ２月２０日 第３回検討会
○ ３月中 最終とりまとめのフォローアップ、ガイドライン改訂(第2版)

○平成27年4月に「所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策に関する検討会」を設置

○平成28年3月、国、地方公共団体及び関係団体が取り組むべき対策についての最終とりまとめ
及び「所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン」を策定・公表

○平成28年度は、これらの最終とりまとめ及びガイドラインについてのフォローアップ等を行うことを目的として、
以下の通り検討を行った。フォローアップ結果等については、３月中を目処に公表予定。
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所有者の所在の把握が難しい土地への対応方策 最終とりまとめのフォローアップ概要（29．2時点版）

平成２８年度の主な取組み 来年度以降必要な取組 今後に向けて

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
普
及

【今後の課題】
・ ガイドラインについて、より一層の普及が必要。
・ 普及にあたっては、関係省庁・自治体内の連携と併せて、
民間の業界同士の連携も図ることが必要。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

改
善

【今後の課題】
・ 引き続き、事例を充実させるべき。

優
良
事
例
の
展
開

そ
の
他

●国地方公共
団体及び関係
団体の取組状
況について
フォローアップ
し、引き続き更
なる改善を図
る

・ 関係法律等の改正による制度改正を反映
・ 制度活用等についての事例の拡充 等

・各省庁・士業団体による普及
・ 「地域に広がる所有者不明土地問題を考える」ための
シンポジウムを開催。

・相続登記促進に係る優良事例のガイドラインへの掲載
-死亡届時に必要な手続のワンストップ化のための総合
窓口の設置（新潟県長岡市）
-固定資産税課税明細書の送付時に土地の登記名義人
と課税名義人が異なることを情報提供（富山県南砺市）

・相続登記促進のための新制度の創設に向けた検討
・相続登記手続の負担軽減のための運用改善
・森林法改正（林地台帳の整備、共有林の持分移転の裁
定制度の創設）

・相続登記未了土地等の実態調査 等

●社会情勢の
変化を踏まえ
た、新たな国
土政策や土地
制度について
の長期的な視
点からの政策
論が必要

・ 地理情報システム（ＧＩＳ）を活用

して、土地関連情報を重ね合わせ

るなど、ＩＴの積極的な活用に関し

て検討を進めていくことが重要。

・引き続き、新たな対策や制度の見

直しを検討するための前提となる、

所有者の所在の把握が難しい土

地の更なる実態把握及び相続登

記の促進に向けての取組に努める。

・所有者を確知できない遊休農地を

利活用するための公示・裁定制度

について、拡充や運用の見直しを

検討する。

・森林施業の集約化を効率的に行う

ため、森林の所有者情報の整備を

進める。

・空き地等の新たな活用方策等を検

討。
12



第1章 一般的な所有者情報の調査方法
1-1 登記情報の確認
1-2 住民票の写し等及び戸籍の附票の写しの取得
1-3 戸籍の取得
1-4 聞き取り調査
1-5 居住確認調査
1-6 その他

第2章 個別制度の詳細
2-1 不在者財産管理制度
2-2 相続財産管理制度
2-3 失踪宣告制度
2-4 訴訟等←遺産分割協議＋遺産分割審判
←相続人に制限行為能力者が含まれる場合の事例
2-5 土地収用法に基づく不明裁決制度
2-6 認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例
←【トピック】空家等対策の推進に関する特別措置法による略式代執行

後の費用の回収策として財産管理制度を活用した事例

第3章 土地の状況別の所有者情報調査の方法と土地所有者が把握
できなかった場合の解決方法

3-1 所有権について時効取得を主張することができる土地
3-2 相続に伴う登記手続が一代又は数代にわたりされていない土地
3-3 所有権登記名義人等やその相続人が外国に在住している土地
3-4 解散等をした法人が所有権登記名義人等となっている土地の場合
3-5 町内会又は部落会が所有権登記名義人等とする登記がされてい

る土地

所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン第２版目次（案）

3-6 記名共有地
3-7 共有惣代地
3-8 字持地
3-9 表題部のみ登記がされている土地
3-10 未登記の土地
←【トピック】道路工事や区画整理等の公共事業、墓地の整備などのた

め無縁墳墓を改葬する事例

第4章 事業別の所有者情報の調査方法と土地所有者が把握できな
かった場合の解決方法

4-1 社会資本整備
4-2 農用地活用
←電子データの活用・マッチングに関する事例
4-3 土地改良
4-4 森林整備・路網整備等
←森林法改正反映

○林地台帳の整備
○共有林の持分移転の裁定制度の創設
○分収林契約の変更特例

4-5 地籍調査
←市町村の地籍調査担当が行う土地の所有者向けの説明会において、

法務局が相続登記促進について説明を行う
4-6 地縁団体が行う共有財産管理
4-7 その他の民間で行う公益性の高い事業

13



第7章 所有者の所在の把握が難しい土地を増加させないための取組
7-1 相続登記と所有者届出の促進
←【優良事例】死亡時手続きの一覧化に係る取組事例（別府市、長岡市、鏡

野町）
○部署横断的な連携体制の構築
○ワンストップによる網羅的な対応（手続漏れの防止）

←【優良事例】関連する取組のうち、他地域での活用も期待できる事例
（南砺市）
○登記促進のための注意喚起

←【優良事例】登記相談窓口の設置事例（伊勢原市、春日部市、入間市）

○専門家との連携による実施体制

←【優良事例】法務局と市町村連携による登記促進事例（岡山）

7-2 情報の共有
←森林法改正
7-3 地籍調査結果の登記への反映等
7-4 関連制度について（参考）

○除籍等が滅失している場合の相続登記（参考）
○筆特活用スキーム（参考）

←【トピック】寄付を受け付けている事例（長崎市、松前町）

巻末資料 事例集
←解決事例の拡充（事例の追加）

第5章 東日本大震災の被災地における用地取得加速化の取組
5-1 地方公共団体の負担軽減のための取組
5-2 財産管理制度の活用
5-3 土地収用制度の活用

第6章 所有者の探索や制度活用に係る費用と相談窓口等について
6-1 専門家に依頼できる業務内容について
←税理士に関する記述（業務内容及び報酬）の掲載
←司法書士、行政書士と自治体との連携事例
←財産管理人の候補者名簿を備えている司法書士会の単位

会について掲載
←国土交通省実施事業

○弁護士・司法書士・土地家屋調査士と自治体との連携事例
○司法書士会と自治体合同での対策会議の開催

6-2 費用について
6-3 補助制度について
6-4 相談窓口について
←無料で相談できる内容の明示

所有者の所在の把握が難しい土地に関する探索・利活用のためのガイドライン第２版目次（案）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．土地収用制度等について
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国土交通大臣（国又は都道府県の事業等）
→ 権限委任 ： 地方整備局長等（都道府県の事業等）
都道府県知事（市町村の事業等）

説明会の開催（起業者）

事業認定の申請（起業者→事業認定庁 ）

申請書の公告・縦覧（２週間）

土地調書・物件調書の作成（起業者）
裁決申請書の作成（起業者）

補償金の支払い（起業者→土地所有者等）
権利取得・明渡し（土地所有者等→起業者）

事
業
認
定
手
続(

国
交
大
臣
・知
事
）

収
用
裁
決
手
続
（収
用
委
員
会
）

土地収用法は、公共事業の用地取得に当たって地権者の同意が得られない場合等に、当該土地を取得する
ための法的手段を規定。

・事業認定手続 ： 事業認定庁（国交大臣等）が申請事業が土地を収用するに値する公益性を有することを認定する手続。
・収用裁決手続 ： 収用委員会が土地所有者等に対する補償金の額等を決定する手続。
← 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる（憲法第29条３項）

※ 事業認定庁

※公聴会の開催請求があった場合

※事業認定庁と反対の趣旨の意見
書の提出があった場合

※

制度の概要

公聴会の開催（事業認定庁が主宰）

第三者機関の意見聴取（社会資本整備審議会等）

事業認定の告示

裁決の申請（起業者→収用委員会）

収用委員会審理

権利取得裁決・明渡裁決
（収用委員会→起業者・土地所有者等）

土地収用法の主要手続

※申請から三ヶ月以内に処分する
努力義務あり。 16



収用適格事業について

（収用適格事業の例）

① 交通・インフラ関係（道路、河川、砂防、地すべり防止、海岸保全、水防、
鉄道、港湾、漁港、飛行場等）

② 農業関係（農業用道路等）

③ 通信関係（電気通信、電波、放送等）

④ 資源・エネルギー関係（電気、ガス、原子力等）

⑤ 衛生・環境保全関係（上下水道、病院、墓地、と畜場、廃棄物処理場、
自然公園等）

⑥ 教育関係（学校等）

⑦ 福祉・労働関係（社会福祉施設等）

⑧ 住宅関係（公営住宅等）

⑨ その他（国・地方公共団体が設置する公共施設等）

○一定の公益性が推定される事業の種類をあらかじめ法律上に列挙し、土地
収用法が適用される事業（収用適格事業）を限定することとしている。
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事業認定等の適期申請について

〇土地収用法に基づく事業認定等の適正申請を推進
〇適正申請に加えて、用地取得の進捗状況等について情報の公表も推進
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不明裁決制度について

起業者の調査

〇起業者による権利者調査や収用裁決手続における審理・調査を経ても土地所有者等の氏名又は住所を
確知できない場合、収用委員会は、これらを不明として裁決をすることが可能（法第４８条第４項、第４９

条第２項）。
〇不明裁決により、起業者は定められた権利取得の時期等までに、当該土地等の補償金を供託すれば、
土地所有権の取得等の効果が生じる（法第９５条第２項第２号、法第９７条第２項、法第１０１条第１項、
第１０２条）。

収用委員会の審理・調査

裁
決
申
請

・登記簿、戸籍簿、住民票、
固定資産税台帳等の調査

・現地調査（親族、近隣住民、
地元精通者への聞取り）

・海外在住の場合、当該国
の日本人会や県人会への
照会や所在調査

等

・起業者による各種調査及び
関係人への聞取り調査は、
必要かつ合理的なものか。

・申請書の公告・縦覧等に
対して、権利者である旨の
申し出がないか。

（・場合により職権による固定
資産税証明等の書類による
調査や現地調査を行う。）

裁決書

起 業 者 〇〇県〇〇市〇〇１０番１号
〇〇県

上記代表者 〇〇県知事
〇〇 〇〇

土地所有者 不明。ただし、土地所有記録
表題部所有者欄の名義人
住所不明 甲野 一郎

（裁決書の記載例）

〇土地所有者等の氏名又は
住所を不明として裁決

〇起業者が補償金を供託す
れば権利取得等が可能

収用委員会による
不明裁決

〇過失なく権利者調査を実施
（真摯な努力を行っても知ること
ができない権利者は申請書等
に記載不要）

〇起業者の調査を踏まえて、
審理による事実関係の確認、
必要に応じて職権調査を実施

こ
れ
ら
の
手
続
を

経
て
も
不
明
な
場
合

※相続人不明、遺産分割協議中、境界争い 等
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不明裁決申請のガイドライン（平成26年５月）

○ 不明裁決申請に至るケースを分類し、起業者が不明裁決の申請をする際に必要となる権利者調査のプロ
セスを整理して起業者・収用委員会に対して明示

１．不明裁決制度の概要

適切かつ合理的な権利者調査の方法を明示することにより、土地収用手続の迅速化と起業者の負担
軽減を図る。

２．起業者による調査

ステップ１：登記記録の調査

ステップ２：住民票・戸籍等の調査

ケース１：権利者の氏名や住所が不明である場合

ケース２：権利者の所在が不明である場合

ケース３：権利者が国外にいる場合

ケース４：権利者が死亡している場合

ケース５：権利者間で持分の争いがある場合

○ガイドラインの概要

３．収用委員会による職権調査

４．記載例

○ 不明裁決申請に至るケースを分類し、合理的な範囲内での調査となるよう整理

○ 収用委員会は、必要以上に裁決手続を長期化させることとならないよう、調査の効果や必
要性を考慮して調査の要否を判断すべきことを明示

○ 権利者調査のプロセスを整理

○権利者調査の流れ（例）

不明裁決を申請

住民票が入手できず、氏名
から権利者を特定できない

住民票・戸籍等による調査

登記記録の確認

登記記録に氏名の記載は
あるが住所が分からない

例：権利者の住所が不明である場合

※この場合、地元精通者等への聞取りを
要せず、不明裁決を申請できることを明
記 20




